
第 2 章 国勢調査のデータ利活用 

 

GIS・人口推計チームでは，小地域の統計に基づき，さまざまな地理的ユニッ

トで人口動態の把握を試みた。そのためには，統計センターにデータ利用申請

して入手した国勢調査データと，インターネットで公開されている国勢調査の

小地域（町丁・字等別）集計データを加工する必要があり，この作業は今回の

調査においても重要な基礎作業となった。本章では，われわれが行った数字を

あつめ，加工する手法を紹介する。 

1995 年以降は，総務省統計局がインターネットを通じて小地域の単位で公開

しており，情報整備が進んでいる。1990 年以前にも小地域統計はあり，これら

は統計センターへの統計データの利用申請により入手可能である。また，1990

年以前の小地域統計は｢調査区別集計｣となり。1990 年から｢基本単位区番号｣を

導入しており，原則的に同一基本単位区番号であれば，同一地域の時系列分析

が可能である。一方，1990 年より前の｢調査区別集計｣は，その名のとおり｢調査

区別｣の集計であり，これは｢調査員が調査を担当する地域｣であるため，地域範

囲が調査年によって異なる。よって，同一地域の時系列分析は困難である。 

しかし，これについても別途方法がない訳ではない。統計センター内にある

｢統計図書館｣にて当時の調査区地図の閲覧が可能なので，当時の地図の場所（調

査区番号）と現在の基本単位区番号との突合処理を行えば追跡可能である。と

はいえ，ハンドメイドの作業となるので，作業量が膨大となることが見込まれ

る。 

一方で，インターネットで公開されている国勢調査のデータについては，専

門知識や技能がなくても簡単に行えるように，近年情報整備が進んでいる。国

勢調査でいえば，1995 年はメッシュデータのみ，2000 年以降はメッシュデータ

と小地域集計データが公開されている。小地域のデータから平成や昭和の大合

併前の行政域，さらには明治行政村への読み替えは，合併編入の確認という労

力は要するが，それほど手間暇はかからない。 

本章では，統計センターにデータ利用申請して入手した国勢調査の活用と，

インターネットで公開されている国勢調査の活用について，手順をおって具体

的に解説していく。 



  



１．データ利用申請して入手した国勢調査データの活用 

 

（１）国勢調査調査区関係書類閲覧申込 

 

今回，われわれは和歌山県庁を通じて，小地域集計に係る地域範囲の確認又

は地域分析を目的として，調査票，調査区地図の閲覧申請を行った。和歌山県

全域を対象に，1990 年から 2015 年までの 5 年毎，計 6 年時分の国勢調査につい

て，都道府県・市区町村コード，調査区番号，基本単位区番号，世帯番号，世

帯の種類，世帯員の数，住居の種類，住宅の建て方，住宅の床面積（1990，2000，

2010，2015 のみ），前住地（1990，2000，2010，2015 のみ），教育（1990，2000，

2010 のみ），従通地，利用交通手段（1990，2000，2010 のみ），従業上の地位，

産業大分類，世帯の家族類型，65 歳以上世帯員のいる世帯の類型，子供のいる

世帯，子供の数，母子父子世帯，従通時の世帯状況のデータを入手した。 

 

（２）データ抽出 

 

統計センターからは，各年のデータレイアウトと符号表，データ抽出マクロ，

テキスト形式の統計データが提供された。データ抽出の手順は次の通りである。 

 

 

図１．統計センターより提供されたデータ抽出マクロの画面 

 

 



① ｢１.調査年｣から抽出対象処理を行う国勢調査の調査年を選択する。 

② ｢２.調査票データの格納先（Input データ）｣に抽出処理を行う調査票デ

ータのパスをセットする。 

③ ｢３.抽出済み調査票データの出力先（Output データ）｣に抽出した結果の

出力先のパスをセットする。 

④ 実行ボタンをクリックする。 

 

この手順で抽出処理を行うと，抽出結果は，③で指定したパスに出力される。 

 

（３）抽出データのエクセルへの読み込み 

 

この段階では，抽出したデータもテキスト形式のデータであるため，エクセ

ルで読み込む際には，もう 1 ステップ処理をする必要がある。 

2015 年のデータを例にして，データレイアウトで今回利用申請したデータ項

目をわかりやすくハイライトした（図２）。 

 

 

図２．統計センターより提供されたデータレイアウト 
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データの配置や幅（バイト数）が記載されているので，この情報を頼りに，

データ読み込みダイアログにてデータの区切り位置を指定していくと，テキス

ト形式のデータをエクセルに読み込むことができる（図３，図４）。 

 

図３．データ読み込みの際のダイアログ画面１ 

 

 

図４．データ読み込みの際のダイアログ画面２ 



（４）基本単位区コードによる集計 

 

エクセルに読み込んだ国勢調査個票データには，基本単位区番号として 4 桁

の町字コードと 5 桁の基本単位区コードが記されている。その先頭部分に 3 桁

の市区町村コードを合わせて，12 桁の基本単位区コードを生成し，そのコード

をキーとしてデータを集計していくと，基本体単位のレベルでの集計値を算出

することができる。 

 

 

図５．エクセルに読み込んだ国勢調査個票データの例 

 

（５）基本単位区から小地域（町著字等別）への集計 

 

先述の通り，1990 年以降は｢基本単位区番号｣が導入され，原則的に同一基本

単位区番号であれば，同一地域の時系列分析が可能である。他方で地図情報と

しても基本単位区のポイントデータは整備されており，地図上でその位置を確

認し，小地域（町町字等別）のポリゴンデータと重ねあわせ，「空間結合」機能

を用いて，小地域の単位に組み替えることができる。図６に，例として，小地

域ポリゴンと，そこに含まれる基本単位区のポイントデータの重ね合わせを示

した。ただし，基本単位区が同一地域であるというのは「原則的に」であって，

調査区の表象区域が調査年時によって一部変更することも確認され，この確認

照合作業は膨大な時間がかかるため，本研究期間においては全県的には行わず

に，一部サンプルエリアに絞って実施した。 

調査年月 都道府県 市区町村 主番号 後置番号 単位番号 世帯番号 枚目 調査票上の何②オンライン回③施設等電子調査票回答の何人目か世帯員番号町字コード 基本単位区コード
201510 30 202 3631 1 1 1 1 0001 0260 00010
201510 30 202 3631 1 1 1 2 0002 0260 00010
201510 30 202 3631 1 1 1 3 0003 0260 00010
201510 30 202 3631 1 1 1 4 0004 0260 00010
201510 30 202 3631 1 2 1 1 0001 0260 00010
201510 30 202 3631 1 3 1 1 0001 0260 00010
201510 30 202 3631 1 3 1 2 0002 0260 00010
201510 30 202 3631 1 3 1 3 0003 0260 00010
201510 30 202 3631 1 4 1 1 1 0001 0260 00010
201510 30 202 3631 1 4 1 2 2 0002 0260 00010
201510 30 202 3631 1 4 1 3 3 0003 0260 00010
201510 30 202 3631 1 6 1 1 0001 0260 00010
201510 30 202 3631 1 6 1 2 0002 0260 00010
201510 30 202 3631 1 7 1 1 0001 0260 00010
201510 30 202 3631 1 7 1 2 0002 0260 00010
201510 30 202 3631 1 8 1 1 0001 0260 00010
201510 30 202 3631 1 8 1 2 0002 0260 00010
201510 30 202 3631 1 8 1 3 0003 0260 00010
201510 30 202 3631 1 9 1 1 1 0001 0260 00010
201510 30 202 3631 1 9 1 2 2 0002 0260 00010
201510 30 202 3631 1 9 1 3 3 0003 0260 00010
201510 30 202 3631 1 9 1 4 4 0004 0260 00010
201510 30 202 3631 1 10 1 1 0001 0260 00010
201510 30 202 3631 1 13 1 1 0001 0260 00010
201510 30 202 3631 1 13 1 2 0002 0260 00010



 

図６．ArcGIS ソフトでの処理イメージ 

小地域（ポリゴン）と基本単位区（ポイント）の重ね合わせ 

 

 

図７．ArcGIS ソフトでの処理イメージ 

基本単位区（ポイント）の人口総数の確認 

 



２．オープンデータに基づいた国勢調査データの活用 

 

（１）政府統計の総合窓口（e-Stat）で統計データを探す 

  

政府統計の総合窓口（e-Stat）は，各府省等が公表する統計データを一つに

まとめ，統計データを検索したり，地図上に表示できるなど，統計を利用する

上で，たくさんの便利な機能を備えた政府統計のポータルサイトである（図８）。

特にユーザー登録等もなく，いつでも誰でもデータをダウンロードすることが

できる。 

そのなかには，「地図で見る統計(統計 GIS)」というコンテンツがあり，各種

統計データを地図上に表示し，視覚的に統計を把握できる地理情報システム

（GIS: Geographic Information System）が提供されている。なかでも，地図

で見る統計（jSTAT MAP）は，誰でも使える地理情報システムで，統計地図を作

成する他に，利用者のニーズに沿った地域分析が可能となるようなさまざまな

機能が提供されている。防災，施設整備，市場分析等，各種の詳細な計画立案

に資する基本的な分析が簡単にできるのか特徴である。 

 

 

 

図８．政府統計の総合窓口（e-Stat）トップページ 

 

 



 

図９．2000 年国勢調査の小地域データ統計表リスト 

政府統計の総合窓口（e-Stat）より 

男女別人口総数及び世帯総数

年齢別（５歳階級、４区分）、男女別人口

世帯人員別一般世帯数

世帯の家族類型別一般世帯数

住宅の種類・所有の関係別一般世帯数、延べ面積

住宅の建て方別世帯数

６５歳以上親族のみの一般世帯数

産業別（大分類）・従業上の地位別就業者数

在学学校・未就学の種類別在学者数・未就学者数

世帯の経済構成別一般世帯数

職業別（大分類）就業者数



（２）政府統計の総合窓口（e-Stat）から統計データをダウンロードする 

 

「地図で見る統計(統計 GIS)」のページでは，統計データと境界データをダウ

ンロードすることができる。統計データは，国勢調査（1995 年，2000 年，2005

年，2010 年，2015 年），事業所・企業統計調査（2001 年，2006 年），経済セン

サス-基礎調査（2009 年，2014 年），経済センサス-活動調査（2012 年），農林業

センサス（2005 年，2010 年，2015 年）が提供されている。 

例えば，2000 年国勢調査の小地域データでは，11 種の統計表が提供されてお

り，それぞれ都道府県単位で CSV 形式のファイルをダウンロードすることがで

きる。また，各統計表には，PDF 形式の定義書も付されており，統計表名，コー

ド，集計単位，項目名等の基本情報を確認することができる（図９）。各統計調

査で設定されている秘匿基準やその処理についても定義書に従えばよい。 

境域データは，Shape 形式で提供されており，これにも定義書が用意されている

（図３）。統計データと境界データは結合できるようにコード（KEY_CODE）が付与

されており，GIS 上に図示したい統計表を各自でセッティングできるようになって

いる（図 10）。 

 

 

 

図１０．ダウンロードした統計表（Excel 表示） 

  



（３）国土数値情報ダウンロードサービスを活用する 

 

国土数値情報は，全国総合開発計画，国土利用計画，国土形成計画などの国土計

画の策定や推進の支援のために，国土に関するさまざまな情報を整備，数値化した

データである（図 11）。 

全国総合開発計画等の策定の基礎となるデータを整備するため，昭和 49 年の国

土庁発足にともない，国土に関する基礎的な情報の整備，利用等を行う国土情報整

備事業が開始された。国土数値情報は，この国土情報整備事業により整備された情

報で，地形，土地利用，公共施設，道路，鉄道等国土に関する地理的情報を数値化

したものである。メッシュ化したデータも多く，人口統計などほかの統計情報と合

わせて分析することができる。また特に，土地に関する情報は時系列的に整備され

ており，経年変化などの分析を行うことも可能である。当初は，公的機関（政府機

関，地方公共団体，大学など）に無料で貸出を行っていたが，さらに広く一般に提

供するため，2001 年 4 月よりインターネットによる無償提供が開始された。 

提供されているデータ形式については，地理情報標準プロファイル（JPGIS）に

準拠したデータと，これまでのデータ形式（国土数値情報統一フォーマット）で整

備されたデータの両方について，無償提供されている。 

国土数値情報データファイルをダウンロードした場合，ZIP 形式のファイルがダ

ウンロードされ，利用の際には，圧縮されたファイルを戻す（解凍する）ためのソ

フトウェアを使用してファイルを取り出す必要がある。いずれのデータ形式でも，

データの構造やフォーマットなどについて記載した製品仕様書や，国土数値情報デ

ータファイルの概要や作成日，作成者，問い合わせ先などを記述したメタデータが

用意されているので，初心者にとっても使いやすい提供がなされている。 

「２．行政区域」には，小・中学校区域をはじめさまざまな行政区域が収録され

ており，行政区域には，1920（大正 9）年および 1950（昭和 25）年以降の 5 年毎

の時点における全国の行政界が GIS データとして整備されている（図 12）。ダウン

ロードするデータは全国一括または，都道府県を選択（複数選択可）することがで

き，回数制限なく利用することができる。 

 



 

 

図１１．国土数値情報ダウンロードサービストップページ 



 

図１２．行政区域のデータ構造 

（国土数値情報より） 

 

（４）あつめたデータを加工する 

 

ダウンロードした ZIP ファイルを解凍すると，図 13 のようなファイルが展開

される。このなかにある DBF ファイルはエクセルで開くことができ，各調査時

点の行政区域の名称や成立・消滅年月日を確認し，これら全時点ファイルをま

とめると，1920 年から現在に至る行政区域の変遷を整備できる（図 14）。今回

の調査においては，1950 年 10 月 1 日時点の 204 市町村の人口動態を確認すべく

データ加工を行った。 

 

 

 

図１３．ダウンロードした行政区域データのファイル一式 



 

図１４．1920 年から 2015 年までの行政区域変遷の横串データ例 

 

次に，図 15 に示すように，204 市町村区域と，e-Stat からダウンロードした

小地域の統計データと境域データを結合させたものを GIS 上に重ねあわせる（オ

ーバーラップ機能）。そのマップを確認しながら手作業で，小地域データに旧村

コードを付与してもよいし，GIS の空間結合の機能を使えば，旧村境域に含まれ

る複数の小地域が結合され，人口データも足し合わされる。このようにして，

現代の小地域集計データを明治行政村である 204 の旧行政区域に読み替えるこ

とができる。 

これらの処理を，年齢 5 歳階級別人口データに基づき行えば，人口ピラミッ

ド作成に必要なデータが 1995 年，2000 年，2005 年，2010 年，2015 年と 5 年時

分整備することができる。後は，エクセルのグラフ作成機能を使えば完成する

（図 16）。 

最後に，人口などの基本情報に更に各自治体が保有している独自データを組

み合わせることによって，データの付加価値はますます高まっていく。ぜひ試

してもらいたい。 

 

 



 

図１５．1920年時点 204市町村（青線）と 1995年小地域（グレー線）の重ね合わせ 

旧寒川村は 1995 年時点の 3 つの小地域で構成されることがわかる 

 

 

 

図１６．人口ピラミッドの作図例（エクセル）  


